
 日本共産党議員団は、市民のみなさんか

らの請願は、基本的にみなさんの切実な願

いが詰まったものであると考えています。

そこで、市民生活をよくしたいという内容

の請願には賛成しています。 

 この４年間に市議会に提出された請願は

合計17本ありますが、そのすべてが市民の

みなさんの暮らしや営業をよくしたいとい

う願いが詰まったものでしたので、すべて

について賛成しました。 

 ところが、多くの議員はいろいろな理屈

をつけて反対し、いずれの請願も採択には

至りませんでした。 

 請願の多くは、国に対して市議会から意

見書を送ってほしいというものです。これ

は、地方自治法第99条に規定されているも

ので、住民を代表する地方議会の総意を表

すとともに、地域の課題解決のため、住民

の意見を国に届ける方法として活用すべき

とされており、日常の議会活動のなかでも

重要な役割を果たすものです。 

 ところが、こうした請願に対して｢国の政

策なので市議会は意見を差し挟むべきでは

ない｣などと言う理由で反対する議員もいま

す。こうした姿勢は、市議会としての当た

り前の活動を否定する態度であると言わざ

るを得ません。 

 以下にこの4年間に上越市議会に提出され

た請願を紹介します。 

＜2020年６月議会＞ 

◆ 自家増殖を原則禁止とする種苗法｢改

定｣の取りやめを求める請願 

◆ 加齢性難聴者の補聴器購入に対する公

的補助制度創設を求める意見書提出にか

かる請願 

◆ 後期高齢者の医療費窓口負担の現状維

持を求める意見書提出にかかる請願 

＜2020年9月議会＞ 

◆ 新型コロナウイルス感染症対策の強

化、少人数学級の実現と教員の抜本的増

員を求める意見書の提出に関する請願 

＜2020年12月議会＞ 

◆  公の施設の再配置について、市民の納得

を得る説明努力を尽くすことを求める請願 

＜2021年３月議会＞ 

◆  ｢最低賃金の改善と中小企業支援の拡充

を求める｣意見書の採択を求める請願 

＜2021年９月議会＞ 

◆ 地域協議会の答申や意見書が市長の方

針と対立した場合の運用について、別

途、ルールの策定を求める請願書 

＜2022年３月議会＞ 

◆  老齢基礎年金等の抜本的な改善を求め

る請願 

＜2022年３月議会＞ 

◆ ｢最低賃金の改善と地域経済の回復にむ

けた｣意見書の採択を求める請願書 

＜2022年６月議会＞ 

◆ 上越市の子ども達の心身の健全な成

長、発達のための教育活動を求め、それ

にかかわる多様な考え方や選択を尊重す

ることを求める請願書 

＜2022年９月議会＞ 

◆ 生活保護対象者の冷暖房機器(家具什

器）購入費用の助成を求める請願書 

＜2022年12月議会＞ 

◆ 介護保険制度の改善を求める意見書採

択に関する請願書 

＜2023年３月議会＞ 

◆ ｢新潟の最賃は信越・北陸・関東13都

県中12位の低さである。抜本的に底上げ

するため｣意見書の採択を求める請願書 

◆  物価上昇に見合う老齢基礎年金等の改

善を求める請願 

＜2023年12月議会＞ 

◆  若者も安心できるよう物価上昇に見合

う老齢基礎年金等の改善を求める請願 

◆ 国に対し｢刑事訴訟法の再審規定(再審

法）の改正を求める意見書｣の提出を求め

る請願 

◆ 町内防犯灯(LED 灯）の取り替え修復工

事にかかる費用を市の負担とすることを

求める請願 
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          上越保健所管内 

          新型コロナ感染症 

          感染者定点報告数 

  1月 8日～ 1月14日 ８.８８ (県 ６.６５) 

  1月15日～ 1月21日１３.５０ (県１０.０８) 

  1月22日～ 1月28日１６.５０ (県１４.８４) 

 市は５日、能登半島地震での支援策で

ある住宅応急修理制度の対象とならない

住宅及び附属屋の被災箇所の修理を支援

する予定であることを発表しました。罹

災証明書は不要で、既に修理を完了した

方も対象とするとしています。 

 これは、これまで支援の対象になって

いなかった一部損壊の住居なども対象に

しており、市民のみなさんの切実な願い

を届けた要望に応えたものといえます。 

 詳しいことは後日とのことですが、概

要は次の通りです。 

◆対象住宅等：現に自己の居住の用に供

している建築物(住宅) 上記と一体的

に利用している附属屋(倉庫･土蔵･物

置･車庫･カーポート等) 

◆対象工事：住宅、附属屋の修理(屋根･

外壁等の外装、床板･内壁･天井等の内

装等) (主なもの)設備等の修理(台所･

浴室･トイレ等の水回り、給排水設備

等)外構等の修理(玄関乗入れ口･犬走

り･擁壁･塀･門等) 

◆対象にならない工事：家具･電化製品

(エアコン含む)、庭(庭木･灯ろう含む)

等 

◆対象工事費：10万円以上 

◆支援率：50％ 

◆支援上限額：10 万円 

◆受付期間：2月20日(火)～4月19日

(金)＜予定＞ 

◆問合せ先：建築住宅課 

  電話 025-520-5786(直通)  

     025-526-5111(代表) 

◇このほかに、地震により被災した家屋

を、市が代わって解体・撤去を行う予

定であることも発表しました。 


